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１　調査目的

２　調査項目
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問８

問９

問１０

問１１
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問１３
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３　調査方法

(１) 調査方法 郵送及び道の簡易申請受付システムによるＷＥＢ回答
(2) 標本数 ① 1,138 社

② 362 団体
③ 432 団体

(3) 調査機関 令和５年７月２１日～９月３０日

４　標本回収状況

(１) 標本総数 1,932

(2) 有効回収数(率) 698

① 317

② 221

③ 160

※企業（団体、ＮＰＯ法人）有効回収率＝企業（団体、ＮＰＯ法人）有効回収数/調査対象企業（団体数、ＮＰＯ法人数）×100

(3) 調査不能数(率) 1,234

企 業

団 体

NPO 法 人

Ⅰ　　調　査　の　概　要

　主として道内で活動する企業、団体及びＮＰＯ法人に対して、総合計画における将来像の実現に向けた進
捗のほか、不安定な国際情勢などを背景に、エネルギーや食料の安定供給に対する懸念が身近なものにな
るなど、情勢が大きく変化を企業等がどのように受け止め、今後の社会にどう定着していくのかアンケート調
査を行い、総合計画の策定の方向性について、検証すること。

企 業
団 体
NPO 法 人

２０５０年の北海道がどのような社会であってほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

道内の経済・産業の活性化を図るため、今後、道はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選
んでください。

人口減少・少子高齢化が進行する中、住みよい地域社会を実現していくために、今後、道はどのようなことに力を入れるべ
きだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

人と自然が共生し、環境と調和した地域社会を構築していくに当たって、今後、道はどのようなことに力を入れるべきだと思
いますか。次の中から３つまで選んでください。

地域の産業や暮らしを支える人材の育成・確保を図るため、今後、道はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次
の中から３つまで選んでください。

本道では、全国を上回るスピードで急速に進行する人口減少や少子高齢化、広域分散型の社会構造などの課題解決に
向けてICTやAIなどといった未来技術を活用した取組を一層進める必要があると考えられます。北海道の課題解決、地域
振興に向けて、未来技術の活用がどのような場面で進むべきだと思いますか。次の中から特に進展が必要だと感じる分野
を３つまで選んでください。

デジタル技術（ＡＩ、ロボット、遠隔医療など）の活用に向けて、道はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次の中
から１つ選んでください

世界の食料需給等を巡るリスクが顕在化する中、食料安全保障への関心が高まっており、本道の農林水産業が果たす役
割はますます重要になっています。農林水産業の振興に向け、本道のポテンシャルを最大限に発揮するために、今後、道
はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください

新型コロナウイルス感染症の収束後も貴社（貴団体）で継続していこうと考えている働き方の変化はありますか。次の中から
当てはまるものを全て選んでください。

新型コロナウイルス感染症への対応を行う中で、貴社（貴団体）にとってよかったと思える面はありますか。次の中から当て
はまるものを全て選んでください。

道政の基本的な指針となる新たな北海道総合計画について、ご意見等がありましたら記入してください。

農林水産物を取り扱っている企業・団体・ＮＰＯの皆様にお伺いします。農林水産物の購入に当たって重視することとして、
貴社（貴団体）の考えに最も近いものを次の中から１つ選んでください。

道では、2050年までに温室効果ガス排出量と森林等による吸収量のバランスが取れ、環境と経済・社会が調和しながら成
長を続ける「ゼロカーボン北海道」の実現を目標に掲げており、2030年度に、温室効果ガスを2013年度から48％削減し、
2050年に実質ゼロにするという高い目標を設定しています。「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて道民・企業等のみなさ
まが取り組むべきこととしてもっとも重要だと思うものを、次の中から１つ選んでください。

風力や太陽光・バイオマスなど、道内に豊富に存在する再生可能エネルギー資源の活用について、貴社（貴団体）の考え
にもっとも近いものを１つ選んでください。

北海道全体でＳＤＧｓを推進していくに当たって、行政に期待することを１つ選んでください。

北海道内において、特に取り組むべきＳＤＧｓの目標は、どの目標と考えますか。次の中から３つまで選んでください。

(27.9%)

(61.0%)

(37.0%)

(36.1%)

(63.9%)
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＜２０５０年の北海道の姿について＞

問1

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

２０５０年の北海道がどのような社会であってほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

　全体の回答については、“産業活動が活発で、経済の活力に満ちている（61.7%）”が最も多く、以下、“ゆとりの
ある生活を送ることができている（48.6%）”、“高齢者や障がい者を含め、誰もが活躍できている（44.3%）”、“豊か
な自然に恵まれている（37.5%）”となっている。

Ⅱ　　調　査　結　果　の　概　要

　その他として、「弱者切り捨てのない、一人一人が幸福を実感できる社会（企業）。」「ゼロカーボン北海道が実
現され、健康で快適に過ごせる社会（団体）」「貴重な郷土を自覚した、この土地に生きる意志と愛をもった知的
な人の作る意志的な社会（ＮＰＯ）」などの意見があった。

61.7%

34.2%

44.3%

37.5%

48.6%

25.9%

27.5%

2.6%

0.1%

0% 50% 100%

産業活動が活発で、経済の

活力に満ちている

日常の買い物や公共交通

の便、インターネット環境な

ど、生活環境が整っている

高齢者や障がい者を含め、

誰もが活躍できている

豊かな自然に恵まれている

ゆとりのある生活を送ること

ができている

一人ひとりの個性や能力が

生かされている

教育や文化の水準が高まっ

ている

その他

無回答
全体

(N=1,972)

2



（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“産業活動が活発で、経済の活力に満ちている（67.2%）”が最も多く、以下、“ゆと
りのある生活を送ることができている（55.2%）”、“日常の買い物や公共交通の便、インターネット環境など、生活
環境が整っている（37.5%）”、“高齢者や障がい者を含め、誰もが活躍できている（36.6%）”となっている。

　団体からの回答については、“産業活動が活発で、経済の活力に満ちている（67.4%）”が最も多く、以下、“ゆと
りのある生活を送ることができている（47.5%）”、“高齢者や障がい者を含め、誰もが活躍できている（45.7%）”、“豊
かな自然に恵まれている（38.0%）”となっている。

　団体からの回答については、“高齢者や障がい者を含め、誰もが活躍できている（57.5%）”が最も多く、以下、
“産業活動が活発で、経済の活力に満ちている（43.1%）”、“一人ひとりの個性や能力が生かされている
（43.1%）”、“豊かな自然に恵まれている（42.5%）”となっている。

67.2%

37.5%

36.6%

34.7%

55.2%

20.5%

24.0%

1.9%

0.3%

67.4%

36.2%

45.7%

38.0%

47.5%

21.3%

27.1%

2.7%

0.0%

43.1%

25.0%

57.5%

42.5%

36.9%

43.1%

35.0%

3.8%

0.0%

0% 50% 100%

産業活動が活発で、経済の

活力に満ちている

日常の買い物や公共交通

の便、インターネット環境な

ど、生活環境が整っている

高齢者や障がい者を含め、

誰もが活躍できている

豊かな自然に恵まれている

ゆとりのある生活を送ること

ができている

一人ひとりの個性や能力が

生かされている

教育や文化の水準が高まっ

ている

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=881)

(N=632)

(N=459)
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＜経済・産業の活性化について＞

問2

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

道内の経済・産業の活性化を図るため、今後、道はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次
の中から３つまで選んでください。

　全体の回答については、“食や観光、エネルギーなど、北海道の特性を生かした産業の振興（73.2%）”が最も
多く、以下、“産業の担い手となる人材の育成（57.9%）”、“農林水産業の振興（50.7%）”、“空港や港など、国際的
な交通ネットワーク拠点や物流拠点の整備（25.2%）”となっている。

　その他として、「食の安全による道産ブランドの強化（企業）」「人手不足を補う障害者雇用の促進を図るための
取組（団体）」「将来を担う子供たちへのリアルな体験による創造力教育支援（ＮＰＯ）」などの意見があった。

25.2%

73.2%

23.2%

15.5%

22.1%

7.9%

50.7%

57.9%

3.4%

0.4%

0% 50% 100%

空港や港など、国際的な交通

ネットワーク拠点や物流拠点の

整備

食や観光、エネルギーなど、北

海道の特性を生かした産業の振

興

バイオテクノロジー（生物工学）

やIT（情報関連）産業、DX（デジ

タルトランスフォーメーション）な

ど先端産業の振興

産学官の連携による研究成果・

技術・ノウハウの活用

戦略的な企業誘致や投資環境

の整備

海外との経済交流の振興

農林水産業の振興

産業の担い手となる人材の育成

その他

無回答

全体

(N=1,951)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“食や観光、エネルギーなど、北海道の特性を生かした産業の振興（70.0%）”が
最も多く、以下、“産業の担い手となる人材の育成（53.3%）”、“農林水産業の振興（44.2%）”、“戦略的な企業誘
致や投資環境の整備（29.0%）”となっている。

　団体からの回答については、“食や観光、エネルギーなど、北海道の特性を生かした産業の振興（75.1%）”が
最も多く、以下、“農林水産業の振興（60.6%）”、“産業の担い手となる人材の育成（60.6%）”、“空港や港など、国
際的な交通ネットワーク拠点や物流拠点の整備（25.3%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“食や観光、エネルギーなど、北海道の特性を生かした産業の振興（76.9%）”が
最も多く、以下、“産業の担い手となる人材の育成（63.1%）”、“農林水産業の振興（51.9%）”、“バイオテクノロジー
（生物工学）やIT（情報関連）産業、DX（デジタルトランスフォーメーション）など先端産業の振興（25.6%）”となっ
ている。

29.0%

70.0%

21.1%

11.7%

31.2%

10.4%

44.2%

53.3%

3.2%

0.6%

25.3%

75.1%

24.4%

18.6%

16.3%

3.2%

59.3%

60.6%

3.2%

0.0%

17.5%

76.9%

25.6%

18.8%

11.9%

9.4%

51.9%

63.1%

4.4%

0.6%

0% 50% 100%

空港や港など、国際的な交通

ネットワーク拠点や物流拠点の

整備

食や観光、エネルギーなど、北

海道の特性を生かした産業の振

興

バイオテクノロジー（生物工学）

やIT（情報関連）産業、DX（デジ

タルトランスフォーメーション）な

ど先端産業の振興

産学官の連携による研究成果・

技術・ノウハウの活用

戦略的な企業誘致や投資環境

の整備

海外との経済交流の振興

農林水産業の振興

産業の担い手となる人材の育成

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=871)

(N=632)

(N=448)
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＜人口減少・少子高齢社会への対応について＞

問3

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

人口減少・少子高齢化が進行する中、住みよい地域社会を実現していくために、今後、道はどのような
ことに力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

　全体の回答については、“子どもを生みやすく、育てやすい環境づくり（68.8%）”が最も多く、以下、“十分な医
療や介護を受けることができる環境づくり（36.0%）”、“地域産業の振興（35.0%）”、“十分な教育を受けることがで
きる環境づくり（32.7%）”となっている。

　その他として、「コンパクトシティーと産業の集約効率化（企業）」「シングルマザーとなっても，子育てが容易に
できる環境づくりや支援（企業）」「地域課題の解決に向けた新たなビジネスの創出（ＮＰＯ）」などの意見があっ
た。

68.8%

32.7%

20.3%

18.5%

36.0%

35.0%

31.5%

5.7%

17.6%

6.6%

13.3%

2.6%

0.0%

0% 50% 100%

子どもを生みやすく、育てや

すい環境づくり

十分な教育を受けることがで

きる環境づくり

高齢者や女性、障がい者の

活躍の場づくり

高齢者などの健康づくりと介

護対策の充実

十分な医療や介護を受ける

ことができる環境づくり

地域産業の振興

雇用の場づくり

買い物しやすい環境づくり

利用しやすい公共交通の整

備

町内会などのコミュニティづ

くり

移住を希望する人たちの受

入れ

その他

無回答

全体

(N=2,014)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“子どもを生みやすく、育てやすい環境づくり（69.7%）”が最も多く、以下、“十分な
教育を受けることができる環境づくり（34.1%）”、“十分な医療や介護を受けることができる環境づくり（34.1%）”、
“地域産業の振興（33.8%）”となっている。

　団体からの回答については、“子どもを生みやすく、育てやすい環境づくり（69.2%）”が最も多く、以下、“地域産
業の振興（42.5%）”、“十分な医療や介護を受けることができる環境づくり（40.7%）”、“雇用の場づくり（32.1%）”と
なっている。

　ＮＰＯからの回答については、“子どもを生みやすく、育てやすい環境づくり（66.3%）”が最も多く、以下、“高齢
者や女性、障がい者の活躍の場づくり（35.6%）”、“雇用の場づくり（34.4%）”、“十分な医療や介護を受けることが
できる環境づくり（33.1%）”となっている。

69.7%

34.1%

11.7%

18.6%

34.1%

33.8%

29.7%

9.1%

18.3%

5.4%

16.7%

4.1%

0.0%

69.2%

30.3%

21.7%

18.1%

40.7%

42.5%

32.1%

3.6%

17.2%

4.1%

9.0%

0.5%

0.0%

66.3%

33.1%

35.6%

18.8%

33.1%

26.9%

34.4%

1.9%

16.9%

12.5%

12.5%

2.5%

0.0%

0% 50% 100%

子どもを生みやすく、育てや

すい環境づくり

十分な教育を受けることがで

きる環境づくり

高齢者や女性、障がい者の

活躍の場づくり

高齢者などの健康づくりと介

護対策の充実

十分な医療や介護を受ける

ことができる環境づくり

地域産業の振興

雇用の場づくり

買い物しやすい環境づくり

利用しやすい公共交通の整

備

町内会などのコミュニティづ

くり

移住を希望する人たちの受

入れ

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=904)

(N=639)

(N=471)
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＜環境にやさしい地域社会について＞

問4

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

人と自然が共生し、環境と調和した地域社会を構築していくに当たって、今後、道はどのようなことに力
を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

　全体の回答については、“省エネルギーや風力、太陽光、雪氷熱、バイオマスなど新エネルギー資源の利用
（57.7%）”が最も多く、以下、“豊かな森林、多様な動植物などの自然の保全・保護（49.9%）”、“自然環境の保全
に対する道民意識の向上（43.7%）”、“二酸化炭素等の排出削減による温暖化防止など、地球的規模の環境問
題に対する貢献（38.4%）”となっている。

　その他として、「熊，鹿などの動物との適切な共生、共に有害動物に対する適切な駆除（企業）」「外国資本によ
る土地取得の規制について、条例等の制定による規制（企業）」「コミュニティづくりを担っているNPOや市民活動
グループへの支援（ＮＰＯ）」などの意見があった。

43.7%

34.1%

57.7%

18.8%

49.9%

38.4%

32.8%

3.0%

0.1%

0% 50% 100%

自然環境の保全に対する道

民意識の向上

環境保全に配慮した企業活

動の一層の促進

省エネルギーや風力、太陽

光、雪氷熱、バイオマスなど

新エネルギー資源の利用

徒歩、自転車、水素・電気自

動車の活用や公共交通機

関の利用促進

豊かな森林、多様な動植物

などの自然の保全・保護

二酸化炭素等の排出削減に

よる温暖化防止など、地球

的規模の環境問題に対する

貢献

ごみ（廃棄物）の発生・排出

の抑制やリサイクルなどの推

進

その他

無回答
全体

(N=1,944)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“省エネルギーや風力、太陽光、雪氷熱、バイオマスなど新エネルギー資源の利
用（54.3%）”が最も多く、以下、“豊かな森林、多様な動植物などの自然の保全・保護（45.7%）”、“自然環境の保
全に対する道民意識の向上（44.8%）”、“ごみ（廃棄物）の発生・排出の抑制やリサイクルなどの推進（36.6%）”と
なっている。

　団体からの回答については、“省エネルギーや風力、太陽光、雪氷熱、バイオマスなど新エネルギー資源の利
用（62.4%）”が最も多く、以下、“豊かな森林、多様な動植物などの自然の保全・保護（49.8%）”、“二酸化炭素等
の排出削減による温暖化防止など、地球的規模の環境問題に対する貢献（49.8%）”、“環境保全に配慮した企
業活動の一層の促進（37.6%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“豊かな森林、多様な動植物などの自然の保全・保護（60.6%）”が最も多く、以
下、“省エネルギーや風力、太陽光、雪氷熱、バイオマスなど新エネルギー資源の利用（58.1%）”、“自然環境の
保全に対する道民意識の向上（51.9%）”、“環境保全に配慮した企業活動の一層の促進（32.5%）”となっている。

44.8%

32.5%

54.3%

21.5%

45.7%

33.8%

36.6%

3.2%

0.0%

36.2%

37.6%

62.4%

15.4%

48.0%

49.8%

27.6%

2.3%

0.5%

51.9%

32.5%

58.1%

18.1%

60.6%

31.9%

32.5%

3.8%

0.0%

0% 50% 100%

自然環境の保全に対する道

民意識の向上

環境保全に配慮した企業活

動の一層の促進

省エネルギーや風力、太陽

光、雪氷熱、バイオマスなど

新エネルギー資源の利用

徒歩、自転車、水素・電気自

動車の活用や公共交通機

関の利用促進

豊かな森林、多様な動植物

などの自然の保全・保護

二酸化炭素等の排出削減

による温暖化防止など、地

球的規模の環境問題に対

する貢献

ごみ（廃棄物）の発生・排出

の抑制やリサイクルなどの推

進

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=863)

(N=618)

(N=463)
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＜地域の産業やくらしを支える人材の育成・確保について＞

問5

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

地域の産業や暮らしを支える人材の育成・確保を図るため、今後、道はどのようなことに力を入れるべき
だと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

　全体の回答については、“若者が地域に定着し、様々な業種の担い手として活躍できる環境の整備（84.6%）”
が最も多く、以下、“子どもたちに対する、ふるさとへの愛着を育む教育やキャリア教育の充実（41.3%）”、“高齢
者、障がいのある人々など多様な人材の活躍の場の確保（37.7%）”、“家庭、地域、職場など、社会のあらゆる分
野での女性の活躍（34.0%）”となっている。

　その他として、「社会経済活動の中心とされていた男性のワークライフバランスへの意識改革（企業）」「海外人
材に依存せず、道内の人材を安定雇用する体制整備（団体）」「高齢者から若者までのコミュニティ活動により北
海道を支える（ＮＰＯ）」などの意見があった。

41.3%

84.0%

25.2%

34.0%

37.7%

24.6%

28.2%

2.4%

0.7%

0% 50% 100%

子どもたちに対する、ふるさ

とへの愛着を育む教育や

キャリア教育の充実

若者が地域に定着し、様々

な業種の担い手として活躍

できる環境の整備

若者が世界にチャレンジで

きる環境の整備

家庭、地域、職場など、社会

のあらゆる分野での女性の

活躍

高齢者、障がいのある人々

など多様な人材の活躍の場

の確保

道外・海外から多様な人材

を呼び込むための取組の推

進

デジタル技術を使いこなす

スキルを習得できる教育機

会の充実

その他

無回答
全体

(N=1,941)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“若者が地域に定着し、様々な業種の担い手として活躍できる環境の整備
（80.1%）”が最も多く、以下、“子どもたちに対する、ふるさとへの愛着を育む教育やキャリア教育の充実
（44.5%）”、“家庭、地域、職場など、社会のあらゆる分野での女性の活躍（31.2%）”、“デジタル技術を使いこなす
スキルを習得できる教育機会の充実（30.6%）”となっている。

　団体からの回答については、“若者が地域に定着し、様々な業種の担い手として活躍できる環境の整備
（91.4%）”が最も多く、以下、“高齢者、障がいのある人々など多様な人材の活躍の場の確保（43.9%）”、“家庭、
地域、職場など、社会のあらゆる分野での女性の活躍（38.0%）”、“子どもたちに対する、ふるさとへの愛着を育む
教育やキャリア教育の充実（36.2%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“若者が地域に定着し、様々な業種の担い手として活躍できる環境の整備
（81.3%）”が最も多く、以下、“高齢者、障がいのある人々など多様な人材の活躍の場の確保（46.3%）”、“子ども
たちに対する、ふるさとへの愛着を育む教育やキャリア教育の充実（41.9%）”、“若者が世界にチャレンジできる環
境の整備（35.0%）”となっている。

44.5%

80.1%

25.2%

31.2%

29.0%

25.2%

30.6%

2.5%

1.6%

36.2%

91.4%

18.1%

38.0%

43.9%

25.3%

29.0%

1.4%

0.0%

41.9%

81.3%

35.0%

33.8%

46.3%

22.5%

22.5%

3.8%

0.0%

0% 50% 100%

子どもたちに対する、ふるさ

とへの愛着を育む教育や

キャリア教育の充実

若者が地域に定着し、様々

な業種の担い手として活躍

できる環境の整備

若者が世界にチャレンジで

きる環境の整備

家庭、地域、職場など、社会

のあらゆる分野での女性の

活躍

高齢者、障がいのある人々

など多様な人材の活躍の場

の確保

道外・海外から多様な人材

を呼び込むための取組の推

進

デジタル技術を使いこなす

スキルを習得できる教育機

会の充実

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=856)

(N=626)

(N=459)
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＜デジタル化について＞

問6

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

本道では、全国を上回るスピードで急速に進行する人口減少や少子高齢化、広域分散型の社会構造
などの課題解決に向けてICTやAIなどといった未来技術を活用した取組を一層進める必要があると考
えられます。北海道の課題解決、地域振興に向けて、未来技術の活用がどのような場面で進むべきだ
と思いますか。次の中から特に進展が必要だと感じる分野を３つまで選んでください。

　全体の回答については、“遠隔医療・遠隔診療の活用によるへき地医療や在宅医療の推進（66.3%）”が最も多
く、以下、“介護ロボットの導入による介護従事者の業務負担軽減（32.8%）”、“自動運転技術やドローンによる一
次産業のスマート化の普及（32.8%）”、“遠隔・オンライン教育の推進による離島・小規模校における教育水準の
維持向上（29.9%）”となっている。

　その他として、「広域分散型の社会を未来技術によって是正すべき（企業）」「ＩＣＴ、ＡＩに潜むリスク研究（団
体）」「有識者や市民団体、企業などの事例や協力を取り入れる開かれた行政の姿勢（ＮＰＯ）」などの意見があっ
た。

66.3%

33.2%

29.9%

29.5%

27.2%

28.7%

32.8%

17.0%

2.6%

1.1%

0% 50% 100%

遠隔医療・遠隔診療の活用

によるへき地医療や在宅医

療の推進

介護ロボットの導入による介

護従事者の業務負担軽減

遠隔・オンライン教育の推進

による離島・小規模校にお

ける教育水準の維持向上

ICT技術の活用による児童

生徒の理解度に沿った効果

的な授業の展開

各種センサーやドローンを

活用した防災・減災

自動運転技術やドローンに

よる無人交通、物流の実現

自動運転技術やドローンに

よる一次産業のスマート化

の普及

建設現場のICT活用による

少人数化、効率化の推進

その他

無回答

全体

(N=1,874)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“遠隔医療・遠隔診療の活用によるへき地医療や在宅医療の推進（61.5%）”が最
も多く、以下、“介護ロボットの導入による介護従事者の業務負担軽減（36.3%）”、“遠隔・オンライン教育の推進
による離島・小規模校における教育水準の維持向上（31.2%）”、“自動運転技術やドローンによる一次産業のス
マート化の普及（29.0%）”となっている。

　団体からの回答については、“遠隔医療・遠隔診療の活用によるへき地医療や在宅医療の推進（66.5%）”が最
も多く、以下、“自動運転技術やドローンによる一次産業のスマート化の普及（41.6%）”、“自動運転技術やドロー
ンによる無人交通、物流の実現（33.9%）”、“介護ロボットの導入による介護従事者の業務負担軽減（31.7%）”と
なっている。

　ＮＰＯからの回答については、“遠隔医療・遠隔診療の活用によるへき地医療や在宅医療の推進（75.6%）”が最
も多く、以下、“ICT技術の活用による児童生徒の理解度に沿った効果的な授業の展開（40.6%）”、“遠隔・オンラ
イン教育の推進による離島・小規模校における教育水準の維持向上（36.3%）”、“介護ロボットの導入による介護
従事者の業務負担軽減（29.4%）”となっている。

61.5%

36.3%

31.2%

27.4%

26.2%

26.8%

29.0%

18.6%

2.8%

1.6%

66.5%

31.7%

23.5%

24.4%

30.3%

33.9%

41.6%

17.6%

1.8%

1.4%

75.6%

29.4%

36.3%

40.6%

25.0%

25.0%

28.1%

13.1%

3.1%

0.0%

0% 50% 100%

遠隔医療・遠隔診療の活用

によるへき地医療や在宅医

療の推進

介護ロボットの導入による介

護従事者の業務負担軽減

遠隔・オンライン教育の推進

による離島・小規模校にお

ける教育水準の維持向上

ICT技術の活用による児童

生徒の理解度に沿った効果

的な授業の展開

各種センサーやドローンを

活用した防災・減災

自動運転技術やドローンに

よる無人交通、物流の実現

自動運転技術やドローンに

よる一次産業のスマート化

の普及

建設現場のICT活用による

少人数化、効率化の推進

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=829)

(N=603)

(N=442)
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＜デジタル化について＞

問7

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

デジタル技術（ＡＩ、ロボット、遠隔医療など）の活用に向けて、道はどのようなことに力を入れるべきだと
思いますか。次の中から１つ選んでください。

　全体の回答については、“通信網やデータセンターなど、基盤となるインフラの整備促進（38.0%）”が最も多く、
以下、“高度な知識・技能を有するデジタル人材の育成・確保（25.2%）”、“学校や地域においてデジタルの活用
について学ぶことのできる機会の確保・充実（23.9%）”、“デジタル技術を活用して地域の課題を解決した具体的
事例の紹介・普及（12.6%）”となっている。

　その他として、「デジタル化、ＤＸ化への補助金の充実（企業）」「道が率先して施策にデジタル技術を活用する
（団体）」「年齢、性別、スキルに関係なく誰でもがDX化による対応が出来るようになること（ＮＰＯ）」などの意見が
あった。

38.0%

23.9%

25.2%

12.6%

1.6%

1.3%

0% 50% 100%

通信網やデータセンター

など、基盤となるインフラ

の整備促進

学校や地域においてデ

ジタルの活用について

学ぶことのできる機会の

確保・充実

高度な知識・技能を有す

るデジタル人材の育成・

確保

デジタル技術を活用して

地域の課題を解決した

具体的事例の紹介・普

及

その他

無回答 全体

(N=716)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“通信網やデータセンターなど、基盤となるインフラの整備促進（36.0%）”が最も多
く、以下、“学校や地域においてデジタルの活用について学ぶことのできる機会の確保・充実（28.4%）”、“高度な
知識・技能を有するデジタル人材の育成・確保（24.6%）”、“デジタル技術を活用して地域の課題を解決した具体
的事例の紹介・普及（12.3%）”となっている。

　団体からの回答については、“通信網やデータセンターなど、基盤となるインフラの整備促進（41.6%）”が最も多
く、以下、“高度な知識・技能を有するデジタル人材の育成・確保（27.6%）”、“学校や地域においてデジタルの活
用について学ぶことのできる機会の確保・充実（19.9%）”、“デジタル技術を活用して地域の課題を解決した具体
的事例の紹介・普及（10.4%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“通信網やデータセンターなど、基盤となるインフラの整備促進（36.9%）”が最も
多く、以下、“高度な知識・技能を有するデジタル人材の育成・確保（23.1%）”、“学校や地域においてデジタルの
活用について学ぶことのできる機会の確保・充実（20.6%）”、“デジタル技術を活用して地域の課題を解決した具
体的事例の紹介・普及（16.3%）”となっている。

36.0%

28.4%

24.6%

12.3%

1.9%

1.3%

41.6%

19.9%

27.6%

10.4%

0.5%

1.8%

36.9%

20.6%

23.1%

16.3%

2.5%

0.6%

0% 50% 100%

通信網やデータセンター

など、基盤となるインフラ

の整備促進

学校や地域においてデ

ジタルの活用について学

ぶことのできる機会の確

保・充実

高度な知識・技能を有す

るデジタル人材の育成・

確保

デジタル技術を活用して

地域の課題を解決した具

体的事例の紹介・普及

その他

無回答
企業

団体

ＮＰＯ

(N=331)

(N=225)

(N=160)
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＜農林水産業について＞

問8

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

世界の食料需給等を巡るリスクが顕在化する中、食料安全保障への関心が高まっており、本道の農林
水産業が果たす役割はますます重要になっています。農林水産業の振興に向け、本道のポテンシャル
を最大限に発揮するために、今後、道はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次の中から３
つまで選んでください。

　全体の回答については、“担い手の育成・確保（24.0%）”が最も多く、以下、“生産性の向上や労働負担の軽減
に資するスマート技術の導入拡大（13.8%）”、“国内外の販路拡大（12.2%）”、“食品原材料や木材の道産品への
転換促進（11.4%）”となっている。

　その他として、「風評被害は科学的でない事の広報活動（企業）」「農産物輸送手段の維持、新たな輸送手段の
開拓（団体）」「データの利用状況を収集した費用対効果の分析（ＮＰＯ）」などの意見があった。

12.2%

11.0%

11.4%

13.8%

24.0%

9.0%

11.3%

6.1%

0.9%

0.3%

0% 50% 100%

国内外の販路拡大

ブランド化など高付加価

値化の推進

食品原材料や木材の道

産品への転換促進

生産性の向上や労働負

担の軽減に資するス

マート技術の導入拡大

担い手の育成・確保

生産基盤の整備促進

農林漁業経営の維持の

ための支援

適正価格に対する消費

者の理解促進

その他

無回答

全体

(N=1,949)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“担い手の育成・確保（22.5%）”が最も多く、以下、“生産性の向上や労働負担の
軽減に資するスマート技術の導入拡大（13.7%）”、“ブランド化など高付加価値化の推進（12.8%）”、“国内外の販
路拡大（12.3%）”となっている。

　団体からの回答については、“担い手の育成・確保（25.4%）”が最も多く、以下、“生産性の向上や労働負担の
軽減に資するスマート技術の導入拡大（15.0%）”、“食品原材料や木材の道産品への転換促進（15.0%）”、“農林
漁業経営の維持のための支援（12.8%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“担い手の育成・確保（24.9%）”が最も多く、以下、“国内外の販路拡大
（13.2%）”、“生産性の向上や労働負担の軽減に資するスマート技術の導入拡大（12.1%）”、“食品原材料や木材
の道産品への転換促進（11.7%）”となっている。

12.3%

12.8%

11.8%

13.7%

22.5%

8.6%

10.6%

6.8%

0.6%

0.3%

11.2%

8.3%

10.8%

15.0%

25.4%

9.1%

12.8%

5.6%

1.4%

0.5%

13.2%

11.2%

11.7%

12.1%

24.9%

9.7%

10.8%

5.5%

0.9%

0.0%

0% 50% 100%

国内外の販路拡大

ブランド化など高付加価

値化の推進

食品原材料や木材の道

産品への転換促進

生産性の向上や労働負

担の軽減に資するス

マート技術の導入拡大

担い手の育成・確保

生産基盤の整備促進

農林漁業経営の維持の

ための支援

適正価格に対する消費

者の理解促進

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=868)

(N=627)

(N=454)
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＜農林水産業について＞

問9

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

農林水産物を取り扱っている企業・団体・ＮＰＯの皆様にお伺いします。
農林水産物の購入に当たって重視することとして、貴社（貴団体）の考えに最も近いものを次の中から１
つ選んでください。

　全体の回答については、“できるだけ北海道産の農林水産物を選ぶこと（22.6%）”が最も多く、以下、“できるだ
け国産の農林水産物を選ぶこと（北海道産にはこだわらない）（9.2%）”、“特に意識していない（3.6%）”となってい
る。

　その他として、「販路確保や生産量を増やす為の補助制度（企業）」「世界と戦える農業の企業を造る（ＮＰＯ）」
などの意見があった。

22.6%

9.2%

3.6%

0.3%

64.3%

0% 50% 100%

できるだけ北海道産の農

林水産物を選ぶこと

できるだけ国産の農林水

産物を選ぶこと（北海道

産にはこだわらない）

特に意識していない

その他

無回答
全体

(N=698)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“できるだけ北海道産の農林水産物を選ぶこと（20.2%）”が最も多く、以下、“でき
るだけ国産の農林水産物を選ぶこと（北海道産にはこだわらない）（10.1%）”、“特に意識していない（5.4%）”と
なっている。

　団体からの回答については、“できるだけ北海道産の農林水産物を選ぶこと（19.5%）”が最も多く、以下、“でき
るだけ国産の農林水産物を選ぶこと（北海道産にはこだわらない）（5.4%）”、“特に意識していない（1.8%）”となっ
ている。

　ＮＰＯからの回答については、“できるだけ北海道産の農林水産物を選ぶこと（31.9%）”が最も多く、以下、“でき
るだけ国産の農林水産物を選ぶこと（北海道産にはこだわらない）（12.5%）”、“特に意識していない（2.5%）”と
なっている。

20.2%

10.1%

5.4%

0.6%

63.7%

19.5%

5.4%

1.8%

0.0%

73.3%

31.9%

12.5%

2.5%

0.0%

53.1%

0% 50% 100%

できるだけ北海道産の農

林水産物を選ぶこと

できるだけ国産の農林水

産物を選ぶこと（北海道

産にはこだわらない）

特に意識していない

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=317)

(N=221)

(N=160)
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＜ゼロカーボン北海道について＞

問10

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

道では、2050年までに温室効果ガス排出量と森林等による吸収量のバランスが取れ、環境と経済・社会が調和し
ながら成長を続ける「ゼロカーボン北海道」の実現を目標に掲げており、2030年度に、温室効果ガスを2013年度か
ら48％削減し、2050年に実質ゼロにするという高い目標を設定しています。「ゼロカーボン北海道」の実現に向け
て道民・企業等のみなさまが取り組むべきこととしてもっとも重要だと思うものを、次の中から１つ選んでください。

　全体の回答については、“道全体での目標の共有、関係者の理解促進（28.9%）”が最も多く、以下、“各組織に
おける地球温暖化対策（温室効果ガスの排出削減対策・吸収源対策）に取り組むための知識向上や人材育成
（27.2%）”、“地球温暖化対策による優遇措置等のメリットの充実（17.5%）”、“地球温暖化対策に掛かるコストの低
下（15.6%）”となっている。

　その他として、「優遇措置というより、還元されたという思いをもつ制度の構築（企業）」「対策に係る諸費用に対
して、国の補助及び支援の強化（団体）」「カーボン排出量を抑えるのではなくカーボンを具体的に減らす技術へ
の投資（ＮＰＯ）」などの意見があった。

28.9%

27.2%

15.6%

10.0%

17.5%

2.7%

1.1%

0% 50% 100%

道全体での目標の共有、関

係者の理解促進

各組織における地球温暖化

対策（温室効果ガスの排出

削減対策・吸収源対策）に

取り組むための知識向上や

人材育成

地球温暖化対策に掛かるコ

ストの低下

地球温暖化対策の取り組み

結果の法人や家庭ごとの可

視化

地球温暖化対策による優遇

措置等のメリットの充実

その他

無回答 全体

(N=720)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“各組織における地球温暖化対策（温室効果ガスの排出削減対策・吸収源対策）
に取り組むための知識向上や人材育成（26.8%）”が最も多く、以下、“道全体での目標の共有、関係者の理解促
進（26.5%）”、“地球温暖化対策に掛かるコストの低下（19.2%）”、“地球温暖化対策による優遇措置等のメリットの
充実（17.7%）”となっている。

　団体からの回答については、“道全体での目標の共有、関係者の理解促進（33.0%）”が最も多く、以下、“各組
織における地球温暖化対策（温室効果ガスの排出削減対策・吸収源対策）に取り組むための知識向上や人材
育成（27.1%）”、“地球温暖化対策による優遇措置等のメリットの充実（18.1%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“道全体での目標の共有、関係者の理解促進（28.1%）”と“各組織における地球
温暖化対策（温室効果ガスの排出削減対策・吸収源対策）に取り組むための知識向上や人材育成（28.1%）”が
最も多く、以下、“地球温暖化対策による優遇措置等のメリットの充実（16.3%）”、“地球温暖化対策に掛かるコスト
の低下（15.6%）”となっている。

26.5%

26.8%

19.2%

9.5%

17.7%

2.8%

1.9%

33.0%

27.1%

10.4%

10.0%

18.1%

3.2%

0.9%

28.1%

28.1%

15.6%

11.3%

16.3%

1.9%

0.0%

0% 50% 100%

道全体での目標の共有、関

係者の理解促進

各組織における地球温暖化

対策（温室効果ガスの排出

削減対策・吸収源対策）に

取り組むための知識向上や

人材育成

地球温暖化対策に掛かるコ

ストの低下

地球温暖化対策の取り組み

結果の法人や家庭ごとの可

視化

地球温暖化対策による優遇

措置等のメリットの充実

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=331)

(N=227)

(N=162)
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＜ゼロカーボン北海道について＞

問11

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

風力や太陽光・バイオマスなど、道内に豊富に存在する再生可能エネルギー資源の活用について、貴
社（貴団体）の考えにもっとも近いものを１つ選んでください。

　全体の回答については、“地域経済の活性化や地域振興などへの波及効果も期待できることから更に加速し
て進めるべき（49.3%）”が最も多く、以下、“利用するエネルギーのコストや使いやすさにも配慮しながら、時間を
かけて進めるべき（42.8%）”、“従来のエネルギーに比べてコストが高くなる懸念があることから、進めるべきではな
い（3.7%）”となっている。

　その他として、「風力、太陽光、バイオマス以外の安定した資源を検討（企業）」「地域の自然環境への配慮と調
和、景観の維持（企業）」「自然への配慮として、守るべき環境と利用する環境の線引きが必要（ＮＰＯ）」などの意
見があった。

49.3%

42.8%

3.7%

3.3%

1.0%

0% 50% 100%

地域経済の活性化や地

域振興などへの波及効

果も期待できることから更

に加速して進めるべき

利用するエネルギーのコ

ストや使いやすさにも配

慮しながら、時間をかけ

て進めるべき

従来のエネルギーに比

べてコストが高くなる懸念

があることから、進めるべ

きではない

その他

無回答
全体

(N=699)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“地域経済の活性化や地域振興などへの波及効果も期待できることから更に加
速して進めるべき（46.4%）”が最も多く、以下、“利用するエネルギーのコストや使いやすさにも配慮しながら、時
間をかけて進めるべき（44.5%）”、“従来のエネルギーに比べてコストが高くなる懸念があることから、進めるべきで
はない（4.7%）”となっている。

　団体からの回答については、“地域経済の活性化や地域振興などへの波及効果も期待できることから更に加
速して進めるべき（54.3%）”が最も多く、以下、“利用するエネルギーのコストや使いやすさにも配慮しながら、時
間をかけて進めるべき（40.3%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“地域経済の活性化や地域振興などへの波及効果も期待できることから更に加
速して進めるべき（48.1%）”が最も多く、以下、“利用するエネルギーのコストや使いやすさにも配慮しながら、時
間をかけて進めるべき（43.1%）”、“従来のエネルギーに比べてコストが高くなる懸念があることから、進めるべきで
はない（4.4%）”となっている。

46.4%

44.5%

4.7%

3.2%

1.6%

54.3%

40.3%

1.8%

2.7%

0.9%

48.1%

43.1%

4.4%

4.4%

0.0%

0% 50% 100%

地域経済の活性化や地

域振興などへの波及効

果も期待できることから更

に加速して進めるべき

利用するエネルギーのコ

ストや使いやすさにも配

慮しながら、時間をかけ

て進めるべき

従来のエネルギーに比

べてコストが高くなる懸念

があることから、進めるべ

きではない

その他

無回答 企業

団体

ＮＰＯ

(N=318)

(N=221)

(N=160)
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＜ＳＤＧｓの推進について＞

問12

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

北海道全体でＳＤＧｓを推進していくに当たって、行政に期待することを１つ選んでください。

　全体の回答については、“市町村の支援など地域でのＳＤＧｓ推進に向けた取組（28.9%）”が最も多く、以下、
“市町村、企業、団体、道民などの連携を進める取組（24.1%）”、“ＳＤＧｓに関する計画やビジョン等の策定、普及
（20.9%）”、“先進的な企業を認証するなど企業の取組促進に向けた取組（11.4%）”となっている。

　その他として、「ジェンダーに偏りすぎない取組（企業）」「個人のレベルで何がSDGsに資するのかわかりやすい
教育啓発（団体）」「もっと踏み込んで、実際に活動して何か実行いいかをわかりやすく（ＮＰＯ）」などの意見が
あった。

20.9%

9.5%

28.9%

11.2%

24.1%

3.2%

2.3%

0% 50% 100%

ＳＤＧｓに関する計画やビ

ジョン等の策定、普及

セミナーの開催など道民

の意識を高めるための取

組

市町村の支援など地域

でのＳＤＧｓ推進に向けた

取組

先進的な企業を認証す

るなど企業の取組促進に

向けた取組

市町村、企業、団体、道

民などの連携を進める取

組

その他

無回答 全体

(N=698)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“市町村の支援など地域でのＳＤＧｓ推進に向けた取組（29.0%）”が最も多く、以
下、“ＳＤＧｓに関する計画やビジョン等の策定、普及（24.9%）”、“市町村、企業、団体、道民などの連携を進める
取組（18.3%）”、“先進的な企業を認証するなど企業の取組促進に向けた取組（11.7%）”となっている。

　団体からの回答については、“市町村、企業、団体、道民などの連携を進める取組（26.7%）”が最も多く、以下、
“ＳＤＧｓに関する計画やビジョン等の策定、普及（18.1%）”、“市町村の支援など地域でのＳＤＧｓ推進に向けた取
組（11.8%）”、“先進的な企業を認証するなど企業の取組促進に向けた取組（11.8）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“市町村、企業、団体、道民などの連携を進める取組（31.9%）”が最も多く、以
下、“市町村の支援など地域でのＳＤＧｓ推進に向けた取組（28.8%）”、“ＳＤＧｓに関する計画やビジョン等の策
定、普及（16.9%）”、“先進的な企業を認証するなど企業の取組促進に向けた取組（9.4%）”となっている。

24.9%

9.1%

29.0%

11.7%

18.3%

3.5%

3.5%

18.1%

10.4%

29.0%

11.8%

26.7%

2.3%

1.8%

16.9%

8.8%

28.8%

9.4%

31.9%

3.8%

0.6%

0% 50% 100%

ＳＤＧｓに関する計画やビ

ジョン等の策定、普及

セミナーの開催など道民

の意識を高めるための取

組

市町村の支援など地域

でのＳＤＧｓ推進に向けた

取組

先進的な企業を認証す

るなど企業の取組促進に

向けた取組

市町村、企業、団体、道

民などの連携を進める取

組

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=317)

(N=221)

(N=160)

25



＜ＳＤＧｓの推進について＞

問13

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

北海道内において、特に取り組むべきＳＤＧｓの目標は、どの目標と考えますか。次の中から３つまで選
んでください。

　全体の回答については、“ゴール３　すべての人々に健康と福祉を（40.5%）”と“ゴール11　住み続けられるまち
づくりを（40.1%）”が最も多く、以下、“ゴール８　働きがいも経済成長も（26.5%）”、“ゴール７　エネルギーをみんな
に　そしてクリーンに（20.8%）”、“ゴール１　貧困をなくそう（19.6%）”となっている。

19.6%

4.7%

40.5%

19.3%

6.6%

4.4%

20.8%

26.5%

16.9%

8.6%

40.1%

9.7%

17.8%

12.9%

11.5%

10.6%

3.2%

1.9%

0% 50% 100%

ゴール１ 貧困をなくそう

ゴール２ 飢餓をゼロに

ゴール３ すべての人々に

健康と福祉を

ゴール４ 質の高い教育を

みんなに

ゴール５ ジェンダー平等を

実現しよう

ゴール６ 安全な水とトイレを

世界中に

ゴール７ エネルギーをみん

なに そしてクリーンに

ゴール８ 働きがいも経済成

長も

ゴール９ 産業と技術革新の

基盤をつくろう

ゴール10 人や国の不平等

をなくそう

ゴール11 住み続けられるま

ちづくりを

ゴール12 つくる責任つかう

責任

ゴール13 気候変動に具体

的な対策を

ゴール14 海の豊かさを守ろ

う

ゴール15 陸の豊かさも守ろ

う

ゴール16 平和と公正を全

ての人に

ゴール17 パートナーシップ

で目標を達成しよう

無回答

全体

(N=1,924)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“ゴール11　住み続けられるまちづくりを（39.7%）”が最も多く、以下、“ゴール３
すべての人々に健康と福祉を（33.4%）”、“ゴール８　働きがいも経済成長も（27.8%）”、“ゴール７　エネルギーを
みんなに　そしてクリーンに（21.1%）”となっている。

　団体からの回答については、“ゴール３　すべての人々に健康と福祉を（43.4%）”が最も多く、以下、“ゴール11
住み続けられるまちづくりを（39.8%）”、“ゴール８　働きがいも経済成長も（31.7%）”、“ゴール７　エネルギーをみ
んなに　そしてクリーンに（23.5%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“ゴール３　すべての人々に健康と福祉を（50.6%）”が最も多く、以下、“ゴール11
住み続けられるまちづくりを（41.3%）”、“ゴール１　貧困をなくそう（22.5%）”、“ゴール４　質の高い教育をみんなに
（22.5%）”となっている。

18.3%

5.0%

33.4%

19.2%

4.7%

5.4%

21.1%

27.8%

16.4%

7.9%

39.7%

10.1%

17.0%

13.9%

10.4%

12.6%

3.2%

3.2%

19.5%

4.5%

43.4%

17.2%

8.1%

2.7%

23.5%

31.7%

22.2%

6.8%

39.8%

8.6%

19.5%

12.2%

14.0%

6.8%

3.2%

0.9%

22.5%

4.4%

50.6%

22.5%

8.1%

5.0%

16.3%

16.9%

10.6%

12.5%

41.3%

10.6%

16.9%

11.9%

10.0%

11.9%

3.1%

0.6%

0% 50% 100%

ゴール１ 貧困をなくそう

ゴール２ 飢餓をゼロに

ゴール３ すべての人々に健

康と福祉を

ゴール４ 質の高い教育をみ

んなに

ゴール５ ジェンダー平等を

実現しよう

ゴール６ 安全な水とトイレを

世界中に

ゴール７ エネルギーをみん

なに そしてクリーンに

ゴール８ 働きがいも経済成

長も

ゴール９ 産業と技術革新の

基盤をつくろう

ゴール10 人や国の不平等

をなくそう

ゴール11 住み続けられるま

ちづくりを

ゴール12 つくる責任つかう

責任

ゴール13 気候変動に具体

的な対策を

ゴール14 海の豊かさを守ろ

う

ゴール15 陸の豊かさも守ろ

う

ゴール16 平和と公正を全て

の人に

ゴール17 パートナーシップ

で目標を達成しよう

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=854)

(N=629)

(N=441)
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＜新型コロナウイルス感染症の影響について＞

問14

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

新型コロナウイルス感染症の収束後も貴社（貴団体）で継続していこうと考えている働き方の変化はあり
ますか。次の中から当てはまるものを全て選んでください。

　全体の回答については、“オンラインでの会議や商談など（44.7%）”が最も多く、以下、“特にない（41.1%）”、
“在宅勤務（14.6%）”、“時差出勤（13.5%）”となっている。

　その他として、「感染対策の徹底（マスク着用、手指消毒、換気）（企業）」「ＩＣＴ環境整備の促進（団体）」「無理
のない範囲での行事への参加（ＮＰＯ）」などの意見があった。

14.6%

9.5%

13.5%

44.7%

6.0%

41.1%

1.9%

0% 50% 100%

在宅勤務

自宅以外でのテレワーク

（ワーケーションなど）

時差出勤

オンラインでの会議や商

談など

その他

特にない

無回答 全体

(N=916)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“特にない（54.9%）”が最も多く、以下、“オンラインでの会議や商談など
（28.1%）”、“在宅勤務（11.4%）”、“時差出勤（11.4%）”となっている。

　団体からの回答については、“オンラインでの会議や商談など（61.1%）”が最も多く、以下、“特にない
（26.2%）”、“時差出勤（18.1%）”、“在宅勤務（15.4%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“オンラインでの会議や商談など（55.0%）”が最も多く、以下、“特にない
（34.4%）”、“在宅勤務（20.0%）”、“自宅以外でのテレワーク（ワーケーションなど）（16.3%）”となっている。

11.4%

7.6%

11.4%

28.1%

6.0%

54.9%

3.2%

15.4%

7.2%

18.1%

61.1%

3.2%

26.2%

0.9%

20.0%

16.3%

11.3%

55.0%

10.0%

34.4%

0.6%

0% 50% 100%

在宅勤務

自宅以外でのテレワーク

（ワーケーションなど）

時差出勤

オンラインでの会議や商

談など

その他

特にない

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=388)

(N=292)

(N=236)
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＜新型コロナウイルス感染症の影響について＞

問15

（１）全体の状況

【全体（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

新型コロナウイルス感染症への対応を行う中で、貴社（貴団体）にとってよかったと思える面はあります
か。次の中から当てはまるものを全て選んでください。

　全体の回答については、“働き方の見直しが進んだ（38.8%）”が最も多く、以下、“社内（団体内）のデジタル化
が進んだ（37.4%）”、“その他（14.8%）”となっている。

　その他として、「良かった点は特になし（企業）」「オンライン研修による省力化（団体）」「プライベートな時間の大
切さ（ＮＰＯ）」などの意見があった。

37.4%

38.8%

6.0%

8.9%

5.7%

3.2%

14.8%

11.3%

0% 50% 100%

社内（団体内）のデジタ

ル化が進んだ

働き方の見直しが進んだ

新商品や新サービスの

開発に取り組んだ

他社（他団体）との連携

が進んだ

売上げが増加した（団体

においては、取組が進展

した）

業種転換や新規分野参

入の契機となった

その他

無回答
全体

(N=880)
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（２）企業、団体及びＮＰＯ法人別の状況

　【企業】

　【団体】

　【ＮＰＯ法人】

【内訳（企業、団体及びＮＰＯ法人）】

　企業からの回答については、“働き方の見直しが進んだ（40.1%）”が最も多く、以下、“社内（団体内）のデジタ
ル化が進んだ（24.0%）”となっている。

　団体からの回答については、“社内（団体内）のデジタル化が進んだ（52.0%）”が最も多く、以下、“働き方の見
直しが進んだ（38.9%）”、“その他（14.9%）”となっている。

　ＮＰＯからの回答については、“社内（団体内）のデジタル化が進んだ（43.8%）”が最も多く、以下、“働き方の見
直しが進んだ（36.3%）”、“他社（他団体）との連携が進んだ（19.4%）”、“売上げが増加した（団体においては、取
組が進展した）（14.4%）”となっている。

24.0%

40.1%

6.9%

6.3%

4.1%

3.8%

15.1%

18.6%

52.0%

38.9%

1.4%

5.0%

1.8%

0.5%

14.9%

8.6%

43.8%

36.3%

10.6%

19.4%

14.4%

5.6%

13.8%

0.6%

0% 50% 100%

社内（団体内）のデジタ

ル化が進んだ

働き方の見直しが進んだ

新商品や新サービスの

開発に取り組んだ

他社（他団体）との連携

が進んだ

売上げが増加した（団体

においては、取組が進展

した）

業種転換や新規分野参

入の契機となった

その他

無回答

企業

団体

ＮＰＯ

(N=377)

(N=272)

(N=231)
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問1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 213 119 116 110 175 65 76 6 1 881
回答率 67.2% 37.5% 36.6% 34.7% 55.2% 20.5% 24.0% 1.9% 0.3% 278%
回答数 149 80 101 84 105 47 60 6 0 632
回答率 67.4% 36.2% 45.7% 38.0% 47.5% 21.3% 27.1% 2.7% 0.0% 286%
回答数 69 40 92 68 59 69 56 6 0 459
回答率 43.1% 25.0% 57.5% 42.5% 36.9% 43.1% 35.0% 3.8% 0.0% 287%
回答数 431 239 309 262 339 181 192 18 1 1972
回答率 61.7% 34.2% 44.3% 37.5% 48.6% 25.9% 27.5% 2.6% 0.1% 283%

問2

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 92 222 67 37 99 33 140 169 10 2 871
回答率 29.0% 70.0% 21.1% 11.7% 31.2% 10.4% 44.2% 53.3% 3.2% 0.6% 275%
回答数 56 166 54 41 36 7 131 134 7 0 632
回答率 25.3% 75.1% 24.4% 18.6% 16.3% 3.2% 59.3% 60.6% 3.2% 0.0% 286%
回答数 28 123 41 30 19 15 83 101 7 1 448
回答率 17.5% 76.9% 25.6% 18.8% 11.9% 9.4% 51.9% 63.1% 4.4% 0.6% 280%
回答数 176 511 162 108 154 55 354 404 24 3 1951
回答率 25.2% 73.2% 23.2% 15.5% 22.1% 7.9% 50.7% 57.9% 3.4% 0.4% 280%

317

２０５０年の北海道の姿について

２０５０年の北海道がどのような社会であってほしいと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

回
答
者
数 計

産
業
活
動
が
活
発
で

、
経
済
の
活
力

に
満
ち
て
い
る

日
常
の
買
い
物
や
公
共
交
通
の
便

、
イ
ン

タ
ー

ネ

ッ
ト
環
境
な
ど

、
生
活
環
境
が
整

っ

て
い
る

高
齢
者
や
障
が
い
者
を
含
め

、
誰
も

が
活
躍
で
き
て
い
る

豊
か
な
自
然
に
恵
ま
れ
て
い
る

ゆ
と
り
の
あ
る
生
活
を
送
る
こ
と
が

で
き
て
い
る

一
人
ひ
と
り
の
個
性
や
能
力
が
生
か

さ
れ
て
い
る

教
育
や
文
化
の
水
準
が
高
ま

っ
て
い

る そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698

317

経済・産業の活性化について

道内の経済・産業の活性化を図るため、今後、道はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次
の中から３つまで選んでください。

回
答
者
数 計

空
港
や
港
な
ど

、
国
際
的
な
交
通
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
拠
点
や
物
流
拠
点
の
整
備

食
や
観
光

、
エ
ネ
ル
ギ
ー

な
ど

、
北
海
道
の

特
性
を
生
か
し
た
産
業
の
振
興

バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

（
生
物
工
学

）
や
I
T

（
情

報
関
連

）
産
業

、
D
X

（
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス

フ

ォ
ー

メ
ー

シ

ョ
ン

）
な
ど
先
端
産
業
の
振
興

産
学
官
の
連
携
に
よ
る
研
究
成
果
・

技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
活
用

戦
略
的
な
企
業
誘
致
や
投
資
環
境
の

整
備

海
外
と
の
経
済
交
流
の
振
興

農
林
水
産
業
の
振
興

産
業
の
担
い
手
と
な
る
人
材
の
育
成

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698
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問3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

回答数 221 108 37 59 108 107 94 29 58 17 53 13 0 904
回答率 69.7% 34.1% 11.7% 18.6% 34.1% 33.8% 29.7% 9.1% 18.3% 5.4% 16.7% 4.1% 0.0% 35%
回答数 153 67 48 40 90 94 71 8 38 9 20 1 0 639
回答率 69.2% 30.3% 21.7% 18.1% 40.7% 42.5% 32.1% 3.6% 17.2% 4.1% 9.0% 0.5% 0.0% 35%
回答数 106 53 57 30 53 43 55 3 27 20 20 4 0 471
回答率 66.3% 33.1% 35.6% 18.8% 33.1% 26.9% 34.4% 1.9% 16.9% 12.5% 12.5% 2.5% 0.0% 34%
回答数 480 228 142 129 251 244 220 40 123 46 93 18 0 2014
回答率 68.8% 32.7% 20.3% 18.5% 36.0% 35.0% 31.5% 5.7% 17.6% 6.6% 13.3% 2.6% 0.0% 35%

問4

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

回答数 142 103 172 68 145 107 116 10 0 863
回答率 44.8% 32.5% 54.3% 21.5% 45.7% 33.8% 36.6% 3.2% 0.0% 37%
回答数 80 83 138 34 106 110 61 5 1 618
回答率 36.2% 37.6% 62.4% 15.4% 48.0% 49.8% 27.6% 2.3% 0.5% 36%
回答数 83 52 93 29 97 51 52 6 0 463
回答率 51.9% 32.5% 58.1% 18.1% 60.6% 31.9% 32.5% 3.8% 0.0% 35%
回答数 305 238 403 131 348 268 229 21 1 1944
回答率 43.7% 34.1% 57.7% 18.8% 49.9% 38.4% 32.8% 3.0% 0.1% 36%

人口減少・少子高齢社会への対応について

人口減少・少子高齢化が進行する中、住みよい地域社会を実現していくために、今後、道はどのようなことに
力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

回
答
者
数 計

子
ど
も
を
生
み
や
す
く

、
育
て
や
す

い
環
境
づ
く
り

十
分
な
教
育
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
環
境
づ
く
り

高
齢
者
や
女
性

、
障
が
い
者
の
活
躍

の
場
づ
く
り

高
齢
者
な
ど
の
健
康
づ
く
り
と
介
護

対
策
の
充
実

十
分
な
医
療
や
介
護
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
環
境
づ
く
り

地
域
産
業
の
振
興

雇
用
の
場
づ
く
り

町
内
会
な
ど
の
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
づ
く

り 移
住
を
希
望
す
る
人
た
ち
の
受
入
れ

そ
の
他

買
い
物
し
や
す
い
環
境
づ
く
り

利
用
し
や
す
い
公
共
交
通
の
整
備

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

317

無
回
答

全体 698

317

そ
の
他

無
回
答

環境にやさしい地域社会について

人と自然が共生し、環境と調和した地域社会を構築していくに当たって、今後、道はどのようなことに力を入れ
るべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

回
答
者
数 計

自
然
環
境
の
保
全
に
対
す
る
道
民
意

識
の
向
上

環
境
保
全
に
配
慮
し
た
企
業
活
動
の

一
層
の
促
進

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

や
風
力

、
太
陽
光

、
雪
氷

熱

、
バ
イ
オ
マ
ス
な
ど
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

資
源

の
利
用

徒
歩

、
自
転
車

、
水
素
・
電
気
自
動
車
の

活
用
や
公
共
交
通
機
関
の
利
用
促
進

豊
か
な
森
林

、
多
様
な
動
植
物
な
ど

の
自
然
の
保
全
・
保
護

二
酸
化
炭
素
等
の
排
出
削
減
に
よ
る
温
暖
化

防
止
な
ど

、
地
球
的
規
模
の
環
境
問
題
に
対

す
る
貢
献

ご
み

（
廃
棄
物

）
の
発
生
・
排
出
の
抑
制

や
リ
サ
イ
ク
ル
な
ど
の
推
進

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698
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問5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 141 254 80 99 92 80 97 8 5 856
回答率 44.5% 80.1% 25.2% 31.2% 29.0% 25.2% 30.6% 2.5% 1.6% 37%
回答数 80 202 40 84 97 56 64 3 0 626
回答率 36.2% 91.4% 18.1% 38.0% 43.9% 25.3% 29.0% 1.4% 0.0% 35%
回答数 67 130 56 54 74 36 36 6 0 459
回答率 41.9% 81.3% 35.0% 33.8% 46.3% 22.5% 22.5% 3.8% 0.0% 35%
回答数 288 586 176 237 263 172 197 17 5 1941
回答率 41.3% 84.0% 25.2% 34.0% 37.7% 24.6% 28.2% 2.4% 0.7% 36%

問6

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 195 115 99 87 83 85 92 59 9 5 829
回答率 61.5% 36.3% 31.2% 27.4% 26.2% 26.8% 29.0% 18.6% 2.8% 1.6% 38%
回答数 147 70 52 54 67 75 92 39 4 3 603
回答率 66.5% 31.7% 23.5% 24.4% 30.3% 33.9% 41.6% 17.6% 1.8% 1.4% 37%
回答数 121 47 58 65 40 40 45 21 5 0 442
回答率 75.6% 29.4% 36.3% 40.6% 25.0% 25.0% 28.1% 13.1% 3.1% 0.0% 36%
回答数 463 232 209 206 190 200 229 119 18 8 1874
回答率 66.3% 33.2% 29.9% 29.5% 27.2% 28.7% 32.8% 17.0% 2.6% 1.1% 37%

317

地域の産業やくらしを支える人材の育成・確保について

地域の産業や暮らしを支える人材の育成・確保を図るため、今後、道はどのようなことに力を入れるべき
だと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

回
答
者
数 計

子
ど
も
た
ち
に
対
す
る

、
ふ
る
さ
と
へ
の
愛

着
を
育
む
教
育
や
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
充
実

若
者
が
地
域
に
定
着
し

、
様
々
な
業
種
の

担
い
手
と
し
て
活
躍
で
き
る
環
境
の
整
備

若
者
が
世
界
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き
る

環
境
の
整
備

家
庭

、
地
域

、
職
場
な
ど

、
社
会
の
あ
ら

ゆ
る
分
野
で
の
女
性
の
活
躍

高
齢
者

、
障
が
い
の
あ
る
人
々
な
ど
多
様

な
人
材
の
活
躍
の
場
の
確
保

道
外
・
海
外
か
ら
多
様
な
人
材
を
呼

び
込
む
た
め
の
取
組
の
推
進

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
使
い
こ
な
す
ス
キ
ル
を

習
得
で
き
る
教
育
機
会
の
充
実

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698

317

デジタル化について

本道では、全国を上回るスピードで急速に進行する人口減少や少子高齢化、広域分散型の社会構造などの課題解決に向けて
ICTやAIなどといった未来技術を活用した取組を一層進める必要があると考えられます。北海道の課題解決、地域振興に向け
て、未来技術の活用がどのような場面で進むべきだと思いますか。次の中から特に進展が必要だと感じる分野を３つまで選んで
ください。

回
答
者
数 計

遠
隔
医
療
・
遠
隔
診
療
の
活
用
に
よ
る
へ

き
地
医
療
や
在
宅
医
療
の
推
進

介
護
ロ
ボ

ッ
ト
の
導
入
に
よ
る
介
護

従
事
者
の
業
務
負
担
軽
減

遠
隔
・
オ
ン
ラ
イ
ン
教
育
の
推
進
に
よ
る
離

島
・
小
規
模
校
に
お
け
る
教
育
水
準
の
維
持

向
上

I
C
T
技
術
の
活
用
に
よ
る
児
童
生
徒
の
理

解
度
に
沿

っ
た
効
果
的
な
授
業
の
展
開

各
種
セ
ン
サ
ー

や
ド
ロ
ー

ン
を
活
用

し
た
防
災
・
減
災

自
動
運
転
技
術
や
ド
ロ
ー

ン
に
よ
る

無
人
交
通

、
物
流
の
実
現

自
動
運
転
技
術
や
ド
ロ
ー

ン
に
よ
る
一
次

産
業
の
ス
マ
ー

ト
化
の
普
及

建
設
現
場
の
I
C
T
活
用
に
よ
る
少

人
数
化

、
効
率
化
の
推
進

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698
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問7

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 114 90 78 39 6 4 331
回答率 36.0% 28.4% 24.6% 12.3% 1.9% 1.3% 96%
回答数 92 44 61 23 1 4 225
回答率 41.6% 19.9% 27.6% 10.4% 0.5% 1.8% 98%
回答数 59 33 37 26 4 1 160
回答率 36.9% 20.6% 23.1% 16.3% 2.5% 0.6% 100%
回答数 265 167 176 88 11 9 716
回答率 38.0% 23.9% 25.2% 12.6% 1.6% 1.3% 97%

問8

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 107 111 102 119 195 75 92 59 5 3 868
回答率 12.3% 12.8% 11.8% 13.7% 22.5% 8.6% 10.6% 6.8% 0.6% 0.3% 100%
回答数 70 52 68 94 159 57 80 35 9 3 627
回答率 11.2% 8.3% 10.8% 15.0% 25.4% 9.1% 12.8% 5.6% 1.4% 0.5% 100%
回答数 60 51 53 55 113 44 49 25 4 0 454
回答率 13.2% 11.2% 11.7% 12.1% 24.9% 9.7% 10.8% 5.5% 0.9% 0.0% 100%
回答数 237 214 223 268 467 176 221 119 18 6 1949
回答率 12.2% 11.0% 11.4% 13.8% 24.0% 9.0% 11.3% 6.1% 0.9% 0.3% 100%

317

デジタル化について

デジタル技術（ＡＩ、ロボット、遠隔医療など）の活用に向けて、道はどのようなことに力を入れるべきだと
思いますか。次の中から１つ選んでください。

回
答
者
数 計

通
信
網
や
デ
ー

タ
セ
ン
タ
ー

な
ど

、
基
盤

と
な
る
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
促
進

学
校
や
地
域
に
お
い
て
デ
ジ
タ
ル
の
活
用
に

つ
い
て
学
ぶ
こ
と
の
で
き
る
機
会
の
確
保
・

充
実

高
度
な
知
識
・
技
能
を
有
す
る
デ
ジ

タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
て
地
域
の
課
題
を

解
決
し
た
具
体
的
事
例
の
紹
介
・
普
及

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698

868

農林水産業について

世界の食料需給等を巡るリスクが顕在化する中、食料安全保障への関心が高まっており、本道の農林水産業が果
たす役割はますます重要になっています。農林水産業の振興に向け、本道のポテンシャルを最大限に発揮する
ために、今後、道はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。

回
答
者
数 計

国
内
外
の
販
路
拡
大

ブ
ラ
ン
ド
化
な
ど
高
付
加
価
値
化
の

推
進

食
品
原
材
料
や
木
材
の
道
産
品
へ
の

転
換
促
進

生
産
性
の
向
上
や
労
働
負
担
の
軽
減
に
資

す
る
ス
マ
ー

ト
技
術
の
導
入
拡
大

担
い
手
の
育
成
・
確
保

生
産
基
盤
の
整
備
促
進

農
林
漁
業
経
営
の
維
持
の
た
め
の
支

援 適
正
価
格
に
対
す
る
消
費
者
の
理
解

促
進

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 627

ＮＰＯ 454

全体 1949
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問9

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 64 32 17 2 202 317
回答率 20.2% 10.1% 5.4% 0.6% 63.7% 100%
回答数 43 12 4 0 162 221
回答率 19.5% 5.4% 1.8% 0.0% 73.3% 100%
回答数 51 20 4 0 85 160
回答率 31.9% 12.5% 2.5% 0.0% 53.1% 100%
回答数 158 64 25 2 449 698
回答率 22.6% 9.2% 3.6% 0.3% 64.3% 100%

問10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 84 85 61 30 56 9 6 331
回答率 26.5% 26.8% 19.2% 9.5% 17.7% 2.8% 1.9% 96%
回答数 73 60 23 22 40 7 2 227
回答率 33.0% 27.1% 10.4% 10.0% 18.1% 3.2% 0.9% 97%
回答数 45 45 25 18 26 3 0 162
回答率 28.1% 28.1% 15.6% 11.3% 16.3% 1.9% 0.0% 99%
回答数 202 190 109 70 122 19 8 720
回答率 28.9% 27.2% 15.6% 10.0% 17.5% 2.7% 1.1% 97%

317

農林水産業について

農林水産物を取り扱っている企業・団体・ＮＰＯの皆様にお伺いします。
農林水産物の購入に当たって重視することとして、貴社（貴団体）の考えに最も近いものを次の中から１
つ選んでください。

回
答
者
数 計

で
き
る
だ
け
北
海
道
産
の
農
林
水
産

物
を
選
ぶ
こ
と

で
き
る
だ
け
国
産
の
農
林
水
産
物
を
選
ぶ

こ
と

（
北
海
道
産
に
は
こ
だ
わ
ら
な
い

）

特
に
意
識
し
て
い
な
い

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698

317

ゼロカーボン北海道について

道では、2050年までに温室効果ガス排出量と森林等による吸収量のバランスが取れ、環境と経済・社会が調和しながら成長を
続ける「ゼロカーボン北海道」の実現を目標に掲げており、2030年度に、温室効果ガスを2013年度から48％削減し、2050年に実
質ゼロにするという高い目標を設定しています。「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて道民・企業等のみなさまが取り組むべき
こととしてもっとも重要だと思うものを、次の中から１つ選んでください。

回
答
者
数 計

道
全
体
で
の
目
標
の
共
有

、
関
係
者

の
理
解
促
進

各
組
織
に
お
け
る
地
球
温
暖
化
対
策

（
温
室
効
果
ガ

ス
の
排
出
削
減
対
策
・
吸
収
源
対
策

）
に
取
り
組
む

た
め
の
知
識
向
上
や
人
材
育
成

地
球
温
暖
化
対
策
に
掛
か
る
コ
ス
ト

の
低
下

地
球
温
暖
化
対
策
の
取
り
組
み
結
果

の
法
人
や
家
庭
ご
と
の
可
視
化

地
球
温
暖
化
対
策
に
よ
る
優
遇
措
置

等
の
メ
リ

ッ
ト
の
充
実

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698
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問11

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 147 141 15 10 5 318
回答率 46.4% 44.5% 4.7% 3.2% 1.6% 100%
回答数 120 89 4 6 2 221
回答率 54.3% 40.3% 1.8% 2.7% 0.9% 100%
回答数 77 69 7 7 0 160
回答率 48.1% 43.1% 4.4% 4.4% 0.0% 100%
回答数 344 299 26 23 7 699
回答率 49.3% 42.8% 3.7% 3.3% 1.0% 100%

問12

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 79 29 92 37 58 11 11 317
回答率 24.9% 9.1% 29.0% 11.7% 18.3% 3.5% 3.5% 100%
回答数 40 23 64 26 59 5 4 221
回答率 18.1% 10.4% 29.0% 11.8% 26.7% 2.3% 1.8% 100%
回答数 27 14 46 15 51 6 1 160
回答率 16.9% 8.8% 28.8% 9.4% 31.9% 3.8% 0.6% 100%
回答数 146 66 202 78 168 22 16 698
回答率 20.9% 9.5% 28.9% 11.2% 24.1% 3.2% 2.3% 100%

317

ゼロカーボン北海道について

風力や太陽光・バイオマスなど、道内に豊富に存在する再生可能エネルギー資源の活用について、貴
社（貴団体）の考えにもっとも近いものを１つ選んでください。

回
答
者
数 計

地
域
経
済
の
活
性
化
や
地
域
振
興
な
ど
へ
の

波
及
効
果
も
期
待
で
き
る
こ
と
か
ら
更
に
加

速
し
て
進
め
る
べ
き

利
用
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
コ
ス
ト
や
使
い
や

す
さ
に
も
配
慮
し
な
が
ら

、
時
間
を
か
け
て

進
め
る
べ
き

従
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
比
べ
て
コ
ス
ト
が
高

く
な
る
懸
念
が
あ
る
こ
と
か
ら

、
進
め
る
べ

き
で
は
な
い

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698

317

ＳＤＧｓの推進について

北海道全体でＳＤＧｓを推進していくに当たって、行政に期待することを１つ選んでください。

回
答
者
数 計

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
関
す
る
計
画
や
ビ
ジ

ョ

ン
等
の
策
定

、
普
及

セ
ミ
ナ
ー

の
開
催
な
ど
道
民
の
意
識

を
高
め
る
た
め
の
取
組

市
町
村
の
支
援
な
ど
地
域
で
の
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
推
進
に
向
け
た
取
組

先
進
的
な
企
業
を
認
証
す
る
な
ど
企

業
の
取
組
促
進
に
向
け
た
取
組

市
町
村

、
企
業

、
団
体

、
道
民
な
ど

の
連
携
を
進
め
る
取
組

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698
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問13

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

回答数 58 16 106 61 15 17 67 88 52 25 126 32 54
回答率 18.3% 5.0% 33.4% 19.2% 4.7% 5.4% 21.1% 27.8% 16.4% 7.9% 39.7% 10.1% 17.0%
回答数 43 10 96 38 18 6 52 70 49 15 88 19 43
回答率 19.5% 4.5% 43.4% 17.2% 8.1% 2.7% 23.5% 31.7% 22.2% 6.8% 39.8% 8.6% 19.5%
回答数 36 7 81 36 13 8 26 27 17 20 66 17 27
回答率 22.5% 4.4% 50.6% 22.5% 8.1% 5.0% 16.3% 16.9% 10.6% 12.5% 41.3% 10.6% 16.9%
回答数 137 33 283 135 46 31 145 185 118 60 280 68 124
回答率 19.6% 4.7% 40.5% 19.3% 6.6% 4.4% 20.8% 26.5% 16.9% 8.6% 40.1% 9.7% 17.8%

14 15 16 17 18

回答数 44 33 40 10 10 854
回答率 13.9% 10.4% 12.6% 3.2% 3.2% 37%
回答数 27 31 15 7 2 629
回答率 12.2% 14.0% 6.8% 3.2% 0.9% 35%
回答数 19 16 19 5 1 441
回答率 11.9% 10.0% 11.9% 3.1% 0.6% 36%
回答数 90 80 74 22 13 1924
回答率 12.9% 11.5% 10.6% 3.2% 1.9% 36%

 
 
 
 
 
 

ゴ
ー

ル
１
　
貧
困
を
な
く
そ
う

ゴ
ー

ル
２
　
飢
餓
を
ゼ
ロ
に

ゴ
ー

ル
３
　
す
べ
て
の
人
々
に
健
康

と
福
祉
を

ゴ
ー

ル
1
1
　
住
み
続
け
ら
れ
る
ま

ち
づ
く
り
を

ゴ
ー

ル
1
2
　
つ
く
る
責
任
つ
か
う

責
任

ゴ
ー

ル
1
3
　
気
候
変
動
に
具
体
的

な
対
策
を

企業

団体

ＮＰＯ

全体

企業

回
答
者
数 計

317

ゴ
ー

ル
1
4
　
海
の
豊
か
さ

を
守
ろ
う

ゴ
ー

ル
1
5
　
陸
の
豊
か
さ

も
守
ろ
う

ゴ
ー

ル
1
6
　
平
和
と
公
正

を
全
て
の
人
に

ゴ
ー

ル
1
7
　
パ
ー

ト
ナ
ー

シ

ッ
プ
で
目
標
を
達
成
し
よ
う

無
回
答

ＮＰＯ

全体

221

160

698

団体

ＳＤＧｓの推進について

北海道内において、特に取り組むべきＳＤＧｓの目標は、どの目標と考えますか。次の中から３つまで選んでくだ
さい。

ゴ
ー

ル
８
　
働
き
が
い
も
経
済
成
長

も ゴ
ー

ル
９
　
産
業
と
技
術
革
新
の
基

盤
を
つ
く
ろ
う

ゴ
ー

ル
1
0
　
人
や
国
の
不
平
等
を

な
く
そ
う

ゴ
ー

ル
４
　
質
の
高
い
教
育
を
み
ん

な
に

ゴ
ー

ル
５
　
ジ

ェ
ン
ダ
ー

平
等
を
実

現
し
よ
う

ゴ
ー

ル
６
　
安
全
な
水
と
ト
イ
レ
を

世
界
中
に

ゴ
ー

ル
７
　
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
み
ん
な

に
　
そ
し
て
ク
リ
ー

ン
に
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問14

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 36 24 36 89 19 174 10 388
回答率 11.4% 7.6% 11.4% 28.1% 6.0% 54.9% 3.2% 82%
回答数 34 16 40 135 7 58 2 292
回答率 15.4% 7.2% 18.1% 61.1% 3.2% 26.2% 0.9% 76%
回答数 32 26 18 88 16 55 1 236
回答率 20.0% 16.3% 11.3% 55.0% 10.0% 34.4% 0.6% 68%
回答数 102 66 94 312 42 287 13 916
回答率 14.6% 9.5% 13.5% 44.7% 6.0% 41.1% 1.9% 76%

問15

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

回答数 76 127 22 20 13 12 48 59 377
回答率 24.0% 40.1% 6.9% 6.3% 4.1% 3.8% 15.1% 18.6% 84%
回答数 115 86 3 11 4 1 33 19 272
回答率 52.0% 38.9% 1.4% 5.0% 1.8% 0.5% 14.9% 8.6% 81%
回答数 70 58 17 31 23 9 22 1 231
回答率 43.8% 36.3% 10.6% 19.4% 14.4% 5.6% 13.8% 0.6% 69%
回答数 261 271 42 62 40 22 103 79 880
回答率 37.4% 38.8% 6.0% 8.9% 5.7% 3.2% 14.8% 11.3% 79%

317

新型コロナウイルス感染症の影響について

新型コロナウイルス感染症の収束後も貴社（貴団体）で継続していこうと考えている働き方の変化はあり
ますか。次の中から当てはまるものを全て選んでください。

回
答
者
数 計

在
宅
勤
務

自
宅
以
外
で
の
テ
レ
ワ
ー

ク

（
ワ
ー

ケ
ー

シ

ョ
ン
な
ど

）

時
差
出
勤

オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
会
議
や
商
談
な
ど

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698

317

新型コロナウイルス感染症の影響について

新型コロナウイルス感染症への対応を行う中で、貴社（貴団体）にとってよかったと思える面はあります
か。次の中から当てはまるものを全て選んでください。

回
答
者
数 計

社
内

（
団
体
内

）
の
デ
ジ
タ
ル
化
が

進
ん
だ

働
き
方
の
見
直
し
が
進
ん
だ

新
商
品
や
新
サ
ー

ビ
ス
の
開
発
に
取

り
組
ん
だ

他
社

（
他
団
体

）
と
の
連
携
が
進
ん

だ 売
上
げ
が
増
加
し
た

（
団
体
に
お
い

て
は

、
取
組
が
進
展
し
た

）

業
種
転
換
や
新
規
分
野
参
入
の
契
機

と
な

っ
た

そ
の
他

無
回
答

企業

団体 221

ＮＰＯ 160

全体 698
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企業・団体 用 

北海道総合計画の策定に係る企業等意向調査 
 

■ この調査は、北海道が行うものです。 

■ 北海道では、長期的な展望に立って、政策の基本的な方向を示すため、「北海道

総合計画」を策定し、この計画に沿って、様々な取組を行っています。 

現在の計画の期間は令和７年度（2025 年度）までとなっていますが、不安定な国際

情勢などを背景に、エネルギーや食料の安定供給に対する懸念が身近なものになるな

ど、情勢が大きく変化していることを踏まえ、新たな計画を策定することとしました。 

■  この調査は、企業や団体、ＮＰＯ法人の皆さまが、北海道の将来についてどの

ように考えているかをお伺いし、新たな計画の参考とさせていただくことを目的と

しています。 

   貴重な時間をいただき、たいへん恐縮ですが、お考えをお聞かせください。 

■ 貴社（貴団体）をはじめ、主として道内で活動している企業や団体、ＮＰＯ法人

２０００社（団体）あまりを任意に抽出いたしました。ご回答いただきました内容

などの情報については、総合計画策定の目的以外に用いることはありません。 

 

ご記入にあたって 

 

１ 回答は、問１～問 15 つきましては、あてはまる数字（番号）を○で囲んでください

（「その他」を選択した場合は、貴社（貴団体）のお考えを記載してください。）。 

  なお、問９は、農林水産物を使用・消費・販売している企業・団体の皆さまのみお

答えください。 

  問 16 につきましては、計画策定に向け、ご意見・ご要望があれば記載してください。 

 

２ 質問のすべてにお答えいただけましたら、お手数ですが、ご記入漏れのないことを

お確かめのうえ、この調査票を同封の封筒に入れて（切手は不要）、 

令和５年８月３１日（木）まで  にご返送願います。 

 

３ 回答は、下記の URL または 二次元バーコードから回答することもできますので、

ご利用ください。 

   
   https://www.harp.lg.jp/CgjAlTqm 
 
    

    

４ この調査についてご不明の点がございましたら、恐れ入りますが下記までお問い合わ

せ願います。 

【お問い合わせ先】                     こながや  なるみ 

北海道総合政策部計画局計画推進課（担当：小長谷、鳴海） 

札幌市中央区北３条西６丁目 

電話(011)231－4111（内線 23-138）直通 011－204－5630 

FAX(011)232－8924  E-mail: keikaku.suishin@pref.hokkaido.lg.jp  

ＣｇｊＡｌ（小文字のエル)Ｔｑ(小文字のキュー)ｍ 
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総合計画策定に係る企業等意向調査 

企 業 等 名  

担  当  者 職 名                         氏 名 

 所  在  地  

 電話番号・電子ﾒｰﾙ         

 業 種 ・ 業 態  

 従業員・職員規模 １ ～29人   ２ 30～50人  ３ 51～100人  ４ 101～300人  ５ 301人～ 

 資 本 金 規 模 
１ 5,000万円以下 ２ 5,000万円超～1億円以下 ３ 1億円超～3億円以下  

４ 3億円超 ５ 該当なし（団体の方など）  

 

２０５０年の北海道の姿について 

問１ ２０５０年の北海道がどのような社会であってほしいと思いますか。次の中から３つま

で選んでください。 

１ 産業活動が活発で、経済の活力に満ちている 

２ 日常の買い物や公共交通の便、インターネット環境など、生活環境が整っている 

３ 高齢者や障がい者を含め、誰もが活躍できている 

４ 豊かな自然に恵まれている 

５ ゆとりのある生活を送ることができている 

６ 一人ひとりの個性や能力が生かされている 

７ 教育や文化の水準が高まっている 

８ その他（                                    ） 

 

 

経済・産業の活性化について 

問２ 道内の経済・産業の活性化を図るため、今後、道はどのようなことに力を入れるべきだ

と思いますか。次の中から３つまで選んでください。 

１ 空港や港など、国際的な交通ネットワーク拠点や物流拠点の整備 

２ 食や観光、エネルギーなど、北海道の特性を生かした産業の振興 

３ バイオテクノロジー（生物工学）や IT（情報関連）産業、DX（デジタルトランスフォーメ

ーション）など先端産業の振興 

４ 産学官の連携による研究成果・技術・ノウハウの活用 

５ 戦略的な企業誘致や投資環境の整備 

６ 海外との経済交流の振興 

７ 農林水産業の振興 

８ 産業の担い手となる人材の育成 

９ その他（                                    ） 
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人口減少・少子高齢社会への対応について 

問３ 人口減少・少子高齢化が進行する中、住みよい地域社会を実現していくために、今後、道

はどのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。 

１ 子どもを生みやすく、育てやすい環境づくり 

２ 十分な教育を受けることができる環境づくり 

３ 高齢者や女性、障がい者の活躍の場づくり 

４ 高齢者などの健康づくりと介護対策の充実 

５ 十分な医療や介護を受けることができる環境づくり 

６ 地域産業の振興 

７ 雇用の場づくり 

８ 買い物しやすい環境づくり 

９ 利用しやすい公共交通の整備 

10 町内会などのコミュニティづくり 

11 移住を希望する人たちの受入れ 

12 その他（                                    ） 

 

環境にやさしい地域社会について 

問４ 人と自然が共生し、環境と調和した地域社会を構築していくに当たって、今後、道はど

のようなことに力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。 

１ 自然環境の保全に対する道民意識の向上 

２ 環境保全に配慮した企業活動の一層の促進 

３ 省エネルギーや風力、太陽光、雪氷熱、バイオマスなど新エネルギー資源の利用 

４ 徒歩、自転車、水素・電気自動車の活用や公共交通機関の利用促進 

５ 豊かな森林、多様な動植物などの自然の保全・保護 

６ 二酸化炭素等の排出削減による温暖化防止など、地球的規模の環境問題に対する貢献 

７ ごみ（廃棄物）の発生・排出の抑制やリサイクルなどの推進 

８ その他（                                    ） 

 

地域の産業やくらしを支える人材の育成・確保について 

問５ 地域の産業や暮らしを支える人材の育成・確保を図るため、今後、道はどのようなこと

に力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください。 

１ 子どもたちに対する、ふるさとへの愛着を育む教育やキャリア教育の充実 

２ 若者が地域に定着し、様々な業種の担い手として活躍できる環境の整備 

３ 若者が世界にチャレンジできる環境の整備 

４ 家庭、地域、職場など、社会のあらゆる分野での女性の活躍 

５ 高齢者、障がいのある人々など多様な人材の活躍の場の確保 

６ 道外・海外から多様な人材を呼び込むための取組の推進 

７ デジタル技術を使いこなすスキルを習得できる教育機会の充実 

８ その他（                                    ） 
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デジタル化について 

本道では、全国を上回るスピードで急速に進行する人口減少や少子高齢化、広域分散型の社

会構造などの課題解決に向けて ICT や AI などといった未来技術を活用した取組を一層進める

必要があると考えられます。 

問６ 北海道の課題解決、地域振興に向けて、未来技術の活用がどのような場面で進むべきだ

と思いますか。次の中から特に進展が必要だと感じる分野を３つまで選んでください。 

１ 遠隔医療・遠隔診療の活用によるへき地医療や在宅医療の推進 

２ 介護ロボットの導入による介護従事者の業務負担軽減 

３ 遠隔・オンライン教育の推進による離島・小規模校における教育水準の維持向上 

４ ICT 技術の活用による児童生徒の理解度に沿った効果的な授業の展開 

５ 各種センサーやドローンを活用した防災・減災 

６ 自動運転技術やドローンによる無人交通、物流の実現 

７ 自動運転技術やドローンによる一次産業のスマート化の普及 

８ 建設現場の ICT 活用による少人数化、効率化の推進 

９ その他（                                    ） 

 

問７ デジタル技術（ＡＩ、ロボット、遠隔医療など）の活用に向けて、道はどのようなこと

に力を入れるべきだと思いますか。次の中から１つ選んでください。 

１ 通信網やデータセンターなど、基盤となるインフラの整備促進 

２ 学校や地域においてデジタルの活用について学ぶことのできる機会の確保・充実 

３ 高度な知識・技能を有するデジタル人材の育成・確保 

４ デジタル技術を活用して地域の課題を解決した具体的事例の紹介・普及 

５ その他（                                    ） 

 

 

農林水産業について 

世界の食料需給等を巡るリスクが顕在化する中、食料安全保障への関心が高まっており、本

道の農林水産業が果たす役割はますます重要になっています。 

問８ 農林水産業の振興に向け、本道のポテンシャルを最大限に発揮するために、今後、道は

どのようなことに力を入れるべきだと思いますか。次の中から３つまで選んでください 

１ 国内外の販路拡大 

２ ブランド化など高付加価値化の推進 

３ 食品原材料や木材の道産品への転換促進 

４ 生産性の向上や労働負担の軽減に資するスマート技術の導入拡大 

５ 担い手の育成・確保 

６ 生産基盤の整備促進 

７ 農林漁業経営の維持のための支援 

８ 適正価格に対する消費者の理解促進 

９ その他（                                    ） 
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問９ 農林水産物を取り扱っている企業・団体・ＮＰＯの皆様にお伺いします。 

農林水産物の購入に当たって重視することとして、貴社（貴団体）の考えに最も近いも

のを次の中から１つ選んでください。 

１ できるだけ北海道産の農林水産物を選ぶこと 

２ できるだけ国産の農林水産物を選ぶこと（北海道産にはこだわらない） 

３ 特に意識していない 

４ その他（                                    ） 

 

 

ゼロカーボン北海道について 

道では、2050 年までに温室効果ガス排出量と森林等による吸収量のバランスが取れ、環

境と経済・社会が調和しながら成長を続ける「ゼロカーボン北海道」の実現を目標に掲げ

ており、2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年度から 48％削減し、2050 年に実質ゼロにす

るという高い目標を設定しています。 

問 10 「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて道民・企業等のみなさまが取り組むべきことと

してもっとも重要だと思うものを、次の中から１つ選んでください。 

１ 道全体での目標の共有、関係者の理解促進 

２ 各組織における地球温暖化対策（温室効果ガスの排出削減対策・吸収源対策）に取り組む

ための知識向上や人材育成 

３ 地球温暖化対策に掛かるコストの低下 

４ 地球温暖化対策の取り組み結果の法人や家庭ごとの可視化 

５ 地球温暖化対策による優遇措置等のメリットの充実 

６ その他（                                    ） 

 

問 11 風力や太陽光・バイオマスなど、道内に豊富に存在する再生可能エネルギー資源の活

用について、貴社（貴団体）の考えにもっとも近いものを１つ選んでください。 

１ 地域経済の活性化や地域振興などへの波及効果も期待できることから更に加速して進める

べき 

２ 利用するエネルギーのコストや使いやすさにも配慮しながら、時間をかけて進めるべき 

３ 従来のエネルギーに比べてコストが高くなる懸念があることから、進めるべきではない 

４ その他（                                    ） 
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ＳＤＧｓの推進について 

問 12 北海道全体でＳＤＧｓを推進していくに当たって、行政に期待することを１つ選んでく

ださい。 

１ ＳＤＧｓに関する計画やビジョン等の策定、普及 

２ セミナーの開催など道民の意識を高めるための取組 

３ 市町村の支援など地域でのＳＤＧｓ推進に向けた取組 

４ 先進的な企業を認証するなど企業の取組促進に向けた取組 

５ 市町村、企業、団体、道民などの連携を進める取組 

６ その他（                                    ） 

 

問 13 北海道内において、特に取り組むべきＳＤＧｓの目標は、どの目標と考えますか。次の

中から３つまで選んでください。 

１ ゴール１ 貧困をなくそう 

２ ゴール２ 飢餓をゼロに 

３ ゴール３ すべての人々に健康と福祉を 

４ ゴール４ 質の高い教育をみんなに 

５ ゴール５ ジェンダー平等を実現しよう 

６ ゴール６ 安全な水とトイレを世界中に 

７ ゴール７ エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

８ ゴール８ 働きがいも経済成長も 

９ ゴール９ 産業と技術革新の基盤をつくろう 

10 ゴール 10 人や国の不平等をなくそう 

11 ゴール 11 住み続けられるまちづくりを 

12 ゴール 12 つくる責任つかう責任 

13 ゴール 13 気候変動に具体的な対策を 

14 ゴール 14 海の豊かさを守ろう 

15 ゴール 15 陸の豊かさも守ろう 

16 ゴール 16 平和と公正を全ての人に 

17 ゴール 17 パートナーシップで目標を達成しよう 
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新型コロナウイルス感染症の影響について 

問 14 新型コロナウイルス感染症の収束後も貴社（貴団体）で継続していこうと考えている働

き方の変化はありますか。次の中から当てはまるものを全て選んでください。 

１ 在宅勤務 

２ 自宅以外でのテレワーク（ワーケーションなど） 

３ 時差出勤 

４ オンラインでの会議や商談など 

５ その他（具体的に：                                         ） 

６ 特にない 

 

 

問 15 新型コロナウイルス感染症への対応を行う中で、貴社（貴団体）にとってよかったと思

える面はありますか。次の中から当てはまるものを全て選んでください。 

１ 社内（団体内）のデジタル化が進んだ 

２ 働き方の見直しが進んだ 

３ 新商品や新サービスの開発に取り組んだ 

４ 他社（他団体）との連携が進んだ 

５ 売上げが増加した（団体においては、取組が進展した） 

６ 業種転換や新規分野参入の契機となった 

７ その他（具体的に：                   ） 

 

 

北海道総合計画について 

問 16 道政の基本的な指針となる新たな北海道総合計画について、ご意見等がありましたら記

入してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

《ご協力をいただき、誠にありがとうございました。》 
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